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1 第4次食育推進基本計画における位置付け
令和3（2021）年度から開始した第4次基本計画では、「「新たな日常」やデジタル化に対
応した食育の推進」が重点事項の1つとして掲げられています。
新型コロナウイルス感染症は、人々の生命や生活のみならず、行動・意識・価値観にまで影
響を与えました。人と人との接触機会低減のためのテレワークの増加、出張機会の減少等によ
り、在宅時間が増加するとともに、外出の自粛等により飲食業が甚大な影響を受けるなど、我
が国の農林水産業や食品産業にも様々な影響がありました。また、在宅時間が増え、家族で食
を考える機会が増えることで、食を見つめ直す契機ともなっており、家庭での食育の重要性が
高まっています。こうした「新たな日常」の中でも、食育がより多くの国民による主体的な運
動となるためにはICT（情報通信技術）や社会のデジタル化の進展を踏まえ、デジタルツー
ルやインターネットも積極的に活用していくことが必要です。新型コロナウイルス感染症の感
染拡大前から、生活を支える多くの分野でICTやAI（人工知能）の活用等デジタル技術の進
展・普及が加速していましたが、当該感染症の拡大により、デジタル技術の活用が一層進めら
れています。
このような状況を踏まえ、本特集では、「新たな日常」やデジタル化に対応した食育の取組
に焦点を当て、デジタル技術を活用した食育に関する現状等を記述するとともに、取組の事例
を紹介します。

2 新型コロナウイルス感染症の影響下における食生活等の変化
ここでは、新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中での、国民の意識等の変化
について、令和4（2022）年度「食育に関する意識調査1」結果を示します。

（1）新型コロナウイルス感染症の拡大前と現在を比較した食生活の変化
新型コロナウイルス感染症の拡大前（令和元（2019）年11月頃）に比べて、現在の食生活
が変化したかについて13の内容を挙げ、それぞれについて尋ねたところ、「増えた」と回答し
た人の割合が最も高いのは、「自宅で食事を食べる回数」（38.5％）で、次いで「自宅で料理を
作る回数」（27.9％）、「持ち帰りの弁当や惣菜の利用」（21.1％）でした。
「減った」と回答した人の割合が最も高いのは、「家族以外の誰かと食事を食べる回数」
（67.0％）で、次いで「持ち帰りの弁当や惣菜の利用」（11.4％）でした。「変わらない」と回
答した人の割合が最も高いのは、「朝食を食べる回数」（87.0％）で、次いで「規則正しい食生
活リズム」（84.9％）、「栄養バランスのとれた食事」（82.5％）でした（図表1-2-1）。

1　全国20歳以上を対象に、令和4（2022）年11月に、郵送及びインターネットを用いた自記式で実施
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図表1-2-1 新型コロナウイルス感染症の拡大前（令和元（2019）年11月頃）と現在を比較した食
生活の変化
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（全体2,370人）

増えた 変わらない 減った もともとない 無回答

（％）

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和４（2022）年11月実施）

新型コロナウイルス感染症の拡大前（令和元（2019）年11月頃）に比べて、現在の食生活
が変化したかについて、若い世代（20～30歳代）で見ると、「自宅で食事を食べる回数」
（51.3％）、「自宅で料理を作る回数」（37.8％）が「増えた」と回答した人の割合が高くなって
います（図表1-2-2）。
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図表1-2-2 20～30歳代における新型コロナウイルス感染症の拡大前（令和元（2019）年11月頃）
と現在を比較した食生活の変化
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（％）
（全体415人）

増えた 変わらない 減った もともとない 無回答

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和４（2022）年11月実施）

若い世代については、第4次基本計画において、栄養バランスに配慮した食生活の実践につ
いて、その他の世代よりも割合が低く、男性は将来の肥満が懸念されることや女性はやせの者
が多いことなど、食生活に起因する課題が多いとされており、若い世代が食育に関心を持ち、
自ら食生活の改善等に取り組んでいけるよう、効果的に情報を提供すること等を行うこととし
ています。新型コロナウイルス感染症の影響により、自宅で料理を作ったり自宅で食事を食べ
たりする機会が増えたことで、若い世代を含めた幅広い世代が食育に関心を持ち、自ら食生活
の改善等に取り組むきっかけになることが期待されることから、効果的な情報提供を一層進め
ることが重要です。

（2）共食に対する考え方や行動の変化
共食は、会話やコミュニケーションが増えること、食事がおいしく楽しく感じられること等
のメリットがあり、共食により食を通じたコミュニケーション等を図りたい人にとって、地域
や所属するコミュニティ（職場等を含む。）等を通じて、様々な人と共食する機会を持つこと
は重要です。地域や所属コミュニティ（職場等を含む。）での食事会等の機会があれば「参加
したいと思う」（「とてもそう思う」又は「そう思う」）と回答した人の割合は、令和元（2019）
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年度は43.3％であったのに対して、令和2（2020）年度は30.8％に減少し、令和3（2021）
年度は36.7％、令和4（2022）年度は36.9％にやや増加しました（図表1-2-3）。また、「参
加したいと思う」と回答した人のうち、過去1年間に食事会等に「参加した」と回答した人の
割合は、令和元（2019）年度は73.4％、令和2（2020）年度は70.7％であったのに対して、
令和3（2021）年度は42.7％と大幅に減少しましたが、令和4（2022）年度は57.8％とな
り、令和3（2021）年度より増加しました（図表1-2-4）。

図表1-2-3 地域等で共食したいと思う人の
割合の推移
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資料：	農林水産省「食育に関する意識調査」
注：地域や所属コミュニティ（職場等を含む。）での食事会等

の機会があれば「参加したいと思う」（「とてもそう思う」
又は「そう思う」）と回答した人の割合。

注：令和２（2020）年度以降の調査については、設問の冒頭に
「新型コロナウイルス感染症の感染防止対策が十分にとら
れているという前提でお伺いします。」との文言を追記し
ている。

注：令和元（2019）年度は「調査員による個別面接聴取」、令
和２（2020）年度以降の調査は「郵送及びインターネット
を用いた自記式」で実施。

図表1-2-4 地域等で共食したいと思う人が
共食する割合の推移
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資料：農林水産省「食育に関する意識調査」
注：地域や所属コミュニティ（職場等を含む。）での食事会等

の機会があれば「参加したいと思う」（「とてもそう思う」
又は「そう思う」）と回答した人のうち、過去１年間に
「参加した」と回答した人の割合。

注：令和２（2020）年度以降の調査については、設問の冒頭に
「新型コロナウイルス感染症の感染防止対策が十分にとら
れているという前提でお伺いします。」との文言を追記し
ている。

注：令和元（2019）年度は「調査員による個別面接聴取」、令
和２（2020）年度以降の調査は「郵送及びインターネット
を用いた自記式」で実施。

新型コロナウイルス感染症の影響下における食生活等について、新型コロナウイルス感染症
の拡大前と現在の食生活等を比較した場合、「減った」と回答した人の割合が最も高いのは
「家族以外の誰かと食事を食べる回数」（67.0％）でした。また、地域や所属コミュニティ（職
場等を含む。）での食事会等に「参加したいと思う」と回答した人の割合は令和2（2020）年
度に減少した後、増加しており、「参加したいと思う」と回答した人のうち、過去1年間に食
事会等に「参加した」と回答した人の割合は、令和3（2021）年度に大きく減少した後、増
加しており、新型コロナウイルス感染症の影響下で、人々の共食に対する考え方や行動が変化
していることがうかがえます1。

1　共食に対する考え方や行動について、令和2（2020）年度から調査方法を変更したため、単純に比較す
ることはできない。
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3 デジタル技術を活用した食育に関する国民の実践の状況
令和4（2022）年度「食育に関する意識調査」で示されたデジタル技術を活用した食育1に
ついての国民の実践の状況は以下のとおりです。

（1）デジタル技術を活用した食育の実践の状況
家族の中でデジタル技術を活用した食育を利用したことがあるか尋ねたところ、「利用した
ことがある」と回答した人の割合は22.2％で、利用したことがある人を年齢別に見ると、20
～60歳代のいずれの世代においても2割程度でした（図表1-2-5）。

図表1-2-5 デジタル技術を活用した食育の利用状況（年齢別）

利用したことがある 利用したことがない 無回答
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76.2
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81.9
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（全体2,370人）

20歳代
（163人）

30歳代
（252人）

40歳代
（386人）

50歳代
（414人）

60歳代
（463人）

70歳以上
（692人）

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和４（2022）年11月実施）

食育について「関心がある」（「関心がある」又は「どちらかといえば関心がある」）と回答
した人の25.9％がデジタル技術を活用した食育を利用していました（図表1-2-6）。

図表1-2-6 食育への関心とデジタル技術を活用した食育の利用状況の関連

利用したことがある 利用したことがない 無回答

25.9

8.1

72.8

90.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

関心がある
（1,871人）

関心がない
（468人）

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和４（2022）年11月実施）

1　本調査において「デジタル技術を活用した食育」とは、インターネット等を通して食育に関する情報
等を収集、視聴、活用、学習、体験することをいう。
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（2）デジタル技術を活用した食育の内容
家族の中でデジタル技術を活用した食育を「利用したことがある」と回答した人に、利用し
たことがある内容を聞いたところ、「料理レシピ動画など、調理に関する動画の視聴」を挙げ
た人の割合が88.8％と最も高く、次いで、「SNS等での料理レシピ等、食に関する情報の入手
や収集」（61.9％）、「食育に関するアプリ1（料理レシピ、栄養バランス、フードロス削減など）
の利用」（34.3％）でした（図表1-2-7）。

図表1-2-7 デジタル技術を活用した食育の内容

88.8

61.9

34.3

16.7

13.5

11.4

8.2
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料理レシピ動画など、調理に関する動画の視聴

SNS等での料理レシピ等、食に関する情報の入手や収集

食育に関するアプリの利用

食品工場見学の動画など、食品加工に関する動画の視聴

収穫体験など、農林水産業の生産現場に関する動画の視聴

食に関するオンラインセミナーの動画の視聴

SNS等での農林水産業に関する情報の入手や収集

食に関するオンラインセミナーへのリアルタイムでの参加

オンライン料理教室へのリアルタイムでの参加

オンライン食品工場見学へのリアルタイムでの参加

オンラインで生産現場とつないだ農林漁業体験への参加

その他

無回答

（複数回答可）
全体（527人）

（％）

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和４（2022）年11月実施）

1　アプリケーションの略。スマートフォンの上で動くソフトウェアのこと。アプリをインストールする
ことで、スマートフォンに機能を追加できる。
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「料理レシピ動画など、調理に関する動画の視聴」、「SNS等での料理レシピ等、食に関する
情報の入手や収集」、「食育に関するアプリ（料理レシピ、栄養バランス、フードロス削減な
ど）の利用」について、いずれの年代においても利用されています（図表1-2-8～1-2-10）。

図表1-2-8 料理レシピ動画など、調理に関する動
画の視聴の状況（年齢別）

32
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60~69歳(128人)
70歳以上(101人)

（人）

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和４（2022）年11月実
施）

図表1-2-9 SNS等での料理レシピ等、食に関する
情報の入手や収集の状況（年齢別）
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資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和４（2022）年11月実
施）

図表1-2-10 食育に関するアプリの利用状況（年齢
別）
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資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和４（2022）年11月実
施）

	

特
集	

「
新
た
な
日
常
」
や
デ
ジ
タ
ル
化
に
対
応
し
た
食
育
の
推
進



25

（3）�新型コロナウイルス感染症拡大前と比べたデジタル技術を活用した食育の利用頻
度の変化

家族の中でデジタル技術を活用した食育を「利用したことがある」と回答した人に、新型コ
ロナウイルス感染症拡大前と比べたデジタル技術を活用した食育の利用頻度の変化について、
デジタル技術を活用した食育の利用状況の上位5つを見てみると、いずれも「増えた」と回答
した人の割合が「減った」と回答した人の割合を上回っていました。「料理レシピ動画など、
調理に関する動画の視聴」、「SNS等での料理レシピ等、食に関する情報の入手や収集」、「食
育に関するアプリ（料理レシピ、栄養バランス、フードロス削減など）の利用」については、
いずれも5割程度の人が「増えた」と回答しています（図表1-2-11）。

図表1-2-11 新型コロナウイルス感染症拡大前と比べたデジタル技術を活用した食育の利用頻度の変
化

増えた 変わらない 減った 無回答

49.6

52.5

45.9

27.3

35.2

45.5

43.3

47.0

68.2

60.6

0.4

0.6

1.1

2.3

1.4

0 20 40 60 80 100

料理レシピ動画など、調理に
関する動画の視聴（468人）

SNS等での料理レシピ等、食に関する
情報の入手や収集（326人）

食育に関するアプリの利用（181人）

食品工場見学の動画など、食品加工に
関する動画の視聴（88人）

収穫体験など、農林水産業の生産現場
に関する動画の視聴（71人）

（％）

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和４（2022）年11月実施）
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スマートフォンのアプリを使って、健康管理
を実践したり、食品ロスの削減に協力したりす
ることで取り組む食育について紹介します。

健康管理に関するアプリでは、毎日の食事を
記録すると栄養バランスを考えた献立が提案さ
れたり、歩数等の生活習慣が記録されたりする
ことで、健康増進に役立てられます。

株式会社a
ア ス ケ ン
skenでは、日々の食事を記録す

ることで栄養バランスがとれた食事を自ら選ぶ
力を育むことにつなげる、食生活改善のアプリ
を提供しています。何をどれくらい食べたかを
記録すると、摂取したエネルギーや栄養素量等が算出され、目標量に対する過不足がアプリの
画面にグラフで表示されます。また、記録された食事内容に対して管理栄養士の助言が自動で
スマートフォンに届き、食事の改善に生かすことができます。食べた料理や食材は、アプリ内
にある15万件以上のデータから選択できるほか、スマートフォンで撮影した食事の写真や市
販食品のバーコードからも登録可能で、簡単に食事記録が続けられる工夫がされています。新
型コロナウイルス感染症の影響下ではアプリの利用者も大幅に増加し、生活時間の変化等につ
いても把握することができました。引き続き、食を通じて人々の健康に貢献できるような活動
を展開していきます。

株式会社コークッキングでは、中食や外食の店舗において、美味しく安全に食べることがで
きるにもかかわらず廃棄される食品を、消費者とつなげるアプリを平成30（2018）年から提
供しています。

消費者が食品ロスの発生する店舗をアプリで検索し食べたい物を見つけたら、受け取る時間
を決めて店舗に行き、アプリの画面を提示することで食料を受け取る仕組みとなっています。
アプリ内では「購入する」、「買う」という言葉を使用せずに「レスキューする」という表現を
用いて、食品ロスを削減したいお店や余った食料を「助けに行く」という意識を利用者が持て
るように工夫されています。アプリを利用している人たちが、日々の行動の中で環境配慮や持
続可能性、エシカルといったことに少しでも関心を持ち、消費に関する行動や体験が積み上
がっていくことで社会全体に広がっていくことが期待されます。

コラム スマートフォンのアプリを活用した食育の取組

食生活改善アプリ
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株式会社パーシテックは、センサーシステムによる温度・日照量等のデータ収集、ドローン
による農作物の育成状態の確認、遠隔作業支援システムとスマートグラスを用いた遠隔操作に
よる農業技術の伝承等、スマート農業の機器を導入した取組を行っています。また、平成29

（2017）年からは遠隔操作技術を用いて、農園と消費者を結ぶ遠隔収穫体験を実施していま
す。

遠隔収穫体験は、実家の果樹園を継ぐに当たって父親から収穫の作業に関する指導を受ける
ため、スマートグラス等の遠隔操作ができるツールを活用したことがきっかけで始まりました。

遠隔収穫体験では、参加者はパソコンの画面を見ながら収穫の指示を出し、農家の方がス
マートグラスを着けて農園で果物を収穫し、農園での収穫の映像を通して参加者は自分が指示
した果物が目の前に現れるような視覚的な面白さを感じることができます。収穫された果物は
参加者に送付されるため、参加者は自分が収穫した果物を実際に食べることができ、楽しさと
美味しさを感じることができる仕組みとなっています。子供たちからは「柿はこんなに密に実
がなるんだ。」、「りんごってこんな風に実がつくんだ。」と驚く声が聞かれます。

今後も、子供たちが農業やデジタル技術に興味を持つきっかけを作るとともに、デジタル
ツールを活用して子供たちが楽しいと感じる体験を提供していきます。

遠隔操作技術を用いた果物の収穫

デジタルツールを活用した、果物の遠隔収穫体験
株式会社パーシテック（京都府）

事 

例
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一般財団法人食品産業センターは、食品産業（食料品・飲料製造業）や関連する業界を網羅
する116団体、食品事業者等約124社、地方食品産業協議会等約31団体を会員とする業種横
断的組織ですが、国民（特に子供たち）への食品に関する理解醸成等の観点から、各事業者の
食育を支援しています。

新型コロナウイルス感染症の影響下におい
て、これまで行ってきた対面での様々な食育
活動に制約が生じる中、令和2（2020）年
から令和3（2021）年にかけて、各事業者
は工場見学、出前授業、体験型食育等はオン
ラインに切り替えて実施しました。オンライ
ンでの食育の取組の実施に当たっては、年齢
に応じた食育プログラム、学習用教材を事前
に送付し、体験しつつ学ぶコンテンツ等を作
成するなど、事業者ごとに創意工夫がされて
います。

多くの参加者から「実際の工場見学では入
れない所をオンラインで見ることができて嬉
しかった。」、「オンラインにもかかわらず、
臨場感がよく伝わり、実際に工場見学をして
いるように参加できた。」等の感想が聞かれ
ました。

オンラインでの食育は、場所にとらわれず
に参加できるという良さがあり、対面での食
育と並行して、画面を通して「体験」、「体感」
を得られるコンテンツの作成に取り組んでいく予定です。今後も、食品事業者における食育に
対する意識の向上を図るとともに、行政を始めとした様々な機関と連携して食育の活動に取り
組んでいきます。

オンラインでの工場見学

オンラインでの出前授業

リモートを活用した工場見学、出前授業、体験型の食育の取組
一般財団法人　食品産業センター（東京都）

事 

例

	

特
集	

「
新
た
な
日
常
」
や
デ
ジ
タ
ル
化
に
対
応
し
た
食
育
の
推
進



29

4 ポストコロナ、ウィズコロナ時代における食育の推進
ここでは、令和4（2022）年度「食育に関する意識調査」の結果から見えてきた、デジタ
ル技術を活用した食育の利点や課題等を示すとともに、農林水産省や食育関係者によるデジタ
ル技術を活用した食育の取組を紹介します。

（1）デジタル技術を活用した食育を経験してよかったところ
家族の中でデジタル技術を活用した食育を「利用したことがある」と回答した人に、デジタ
ル技術を活用した食育を経験してよかった点を聞いたところ、「好きな時間や短時間に利用で
きる」を挙げた人の割合が80.6％と最も高く、次いで、「繰り返して利用できる」（66.6％）
となっていました（図表1-2-12）。

図表1-2-12 デジタル食育を利用してよかった点

80.6

66.6

37.0

20.3

3.0

2.8

2.7

1.3

0 50 100

好きな時間や短時間に利用できる

繰り返して利用できる

距離や場所を気にせず経験できる

移動に伴う負担（費用、時間）を軽減できる

家族や友人と時間を合わせやすい

その他

無回答

よかった点はとくにない

（複数回答可）
全体（527人）

(％)

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和４（2022）年11月実施）
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（2）デジタル技術を活用した食育を利用する場合の課題や障壁
家族の中でデジタル技術を活用した食育を「利用したことがない」と回答した人に、デジタ
ル技術を活用した食育を利用する場合に、どのような課題や障壁があるか聞いたところ、「ど
のような情報や体験があるかわからない」を挙げた人の割合が45.5％と最も高く、次いで、
「利用方法がわからない」（42.2％）、「嗅覚や味覚等の五感を活かした体験が難しい」（37.8％）
となりました（図表1-2-13）。

図表1-2-13 デジタル技術を活用した食育の実施の課題や障壁

45.5

42.2

37.8

24.2

23.2

20.2

2.5

1.2

0 10 20 30 40 50

どのような情報や体験があるかわからない

利用方法がわからない

嗅覚や味覚等の五感を活かした体験が難しい

情報通信機器やインターネット回線等通信環境が
整っていない

必要性がない

実施者、参加者とのコミュニケーションが難しい

その他

無回答

（複数回答可）
全体（1,810人）

（％）

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和４（2022）年11月実施）
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（3）今後利用したいデジタル技術を活用した食育
新型コロナウイルス感染症の拡大が収まった後、利用したいデジタル技術を活用した食育を
聞いたところ、「料理レシピ動画など、調理に関する動画の視聴」を挙げた人の割合が52.4％
と最も高く、次いで、「SNS等での料理レシピ等、食に関する情報の入手や収集」（30.7％）、
「食育に関するアプリ（料理レシピ、栄養バランス、フードロス削減など）の利用」（27.8％）
となりました（図表1-2-14）。

図表1-2-14 今後、利用したいデジタル技術を活用した食育

52.4
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SNS等での料理レシピ等、
食に関する情報の入手や収集

食育に関するアプリの利用

利用したいものはない

食品工場見学の動画など、
食品加工に関する動画の視聴

収穫体験など、農林水産業の
生産現場に関する動画の視聴

食に関するオンラインセミナーの動画の視聴

SNS等での農林水産業に関する
情報の入手や収集

オンライン食品工場見学への
リアルタイムでの参加

オンライン料理教室へのリアルタイムでの参加

オンラインで生産現場（農場等）とつないだ
農林漁業体験への参加

2.4無回答

（複数回答可）
全体（2,370人）

（％）

1.8

1.7

食に関するオンラインセミナーへの
リアルタイムでの参加

その他

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和４（2022）年11月実施）
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農林水産省では、「新たな日常」やデジタル化に対応した食育の推進に向けて、令和3
（2021）年度に「デジタル食育ガイドブック（以下本項において「ガイドブック」という。）」
を作成しました。ガイドブックは、新型コロナウイルス感染症の影響下で対面での食育活動が
困難となった人や、デジタル化に対応した食育を今後実践してみたいと考えている個人、グ
ループをターゲットとし、これからデジタル技術を活用した食育の推進を目指す農林漁業者、
各種団体、企業等が行う「デジタル食育」の実践に役立つ内容としました。令和4（2022）
年度には、ガイドブックを活用し、デジタル化に対応した食育を推進するため、地方公共団体
職員等を対象にしたセミナー等を行いました。
また、「新たな日常」における食育体験やオンライン体験の可能性について考えるセミナー
として、令和5（2023）年2月に「食育推進フォーラム2023～食育キーパーソンに学ぶ！こ
れからの食育とその実践～」を開催し、オンラインでの配信を実施しました。また、「こども
霞が関見学デー」のウェブサイト「マフ塾」にて、乳牛の暮らしや煮干しの解剖など、食べ
物・いのち・環境について学べる動画コンテンツを掲載しました。

令和4（2022）年度「食育に関する意識調査」の結果から、デジタル技術を活用した食育
を利用したことがある人は2割程度にとどまっていることが明らかとなりました。その課題や
障壁として「どのような情報や体験があるかわからない」、「利用方法がわからない」ことが挙
げられています。このことは、デジタル技術を活用した食育の更なる普及啓発の必要性を示し
ており、今後、好事例の横展開等を含めた情報発信を行っていくことが重要であると考えられ
ます。また、課題や障壁として「嗅覚や味覚等の五感を活かした体験が難しい」ことが挙げら
れており、これまでのリアルでの食育により得られる体験の重要性も示唆されています。
一方、デジタル技術を活用した食育の良かった点として「好きな時間や短時間に利用でき
る」、「繰り返して利用できる」ことが挙げられており、広がりのある食育活動を展開していく
に当たって、これらの結果が参考になると考えられます。
新型コロナウイルス感染症の影響下では、接触機会や対面の機会が減少し、共食の機会等も
減少しましたが、自宅で食事をする機会や自宅で料理を作ることが増えたこと等、食育への関
心が高まるきっかけとなることが期待されます。健全な食生活の実践には、科学的知見に基づ
き合理的な判断を行う能力を身に付けた上で、食生活や健康に関する正しい知識を持ち、自ら
食を選択していく必要があります。そのためには、消費者に的確な情報を分かりやすく提供す
ることが重要です。
デジタル化された情報は、情報伝達が容易である反面、偽情報等も瞬時に流通することで社
会的混乱を招くこともあり、情報の発信者・利用者双方が情報の真偽を見極めるリテラシーを
向上させることが必要となります。
ポストコロナ、ウィズコロナ時代においては、これまでの対面での食育の取組に加え、デジ
タル技術を活用した食育の取組を効果的に組み合わせながら実施することにより、多様で広が
りのある食育を推進していくことが望まれます。
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愛南町ぎょしょく普及推進協議会は、魚の生産から消費、生活文化までを含む幅広い内容を
広めるために、町全体で7つの「ぎょしょく教育」を実施しています。ぎょしょく教育とは、

「魚食」へ到達することを目指し、魚に触れる「魚触」、魚の生態や栄養を学ぶ「魚色」、獲る
漁業を学ぶ「魚職」、育てる漁業を学ぶ「魚殖」、伝統的な魚文化を学ぶ「魚飾」、魚を取り巻
く環境を学ぶ「魚植」の一連の取組です。本取組は、平成17（2005）年度に開始し、平成
22（2010）年度には町内の全ての保育所、小・中学校で実施しています。

新型コロナウイルス感染症の拡大前は、出前授業、養殖現場の見学、調理実習を中心に活動
してきましたが、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和2（2020）年度は遠隔授業、
魚のおろし方や調理に関する動画の配信を開始しました。さらに、令和3（2021）年度には、
デジタルトランスフォーメーション（DX）のひとつとして、魚の三枚おろしを疑似体験でき
るアプリを制作しました。愛南町内の小中学校では、一人に一台の情報端末が導入されており、
動画やアプリを効果的に使用することができます。アプリは、魚をおろした回数や時間によっ
て、習熟度を自動で判定するようになっているため、一人で何回も疑似体験を行うことが可能
です。子供たちの「本物の鯛をおろしてみたい」という興味を引き出したり、実物の魚をおろ
す体験へのハードルを下げたりすることで、魚を調理したり、食べたりすることへの関心を高
めています。

アプリは、時間や場所の制約を受けることがなく、学校等の団体以外でも活用できます。今
後も、社会環境の変化等に合わせて、ぎょしょく教育の普及を行うとともに、楽しみながら食
育を学べる活動を進めていきます。

魚に触れる魚触

疑似体験アプリ

情報端末で三枚おろし体験

デジタル技術を活用した魚をおろす疑似体験
（第6回食育活動表彰　消費・安全局長賞受賞）

愛
あい
南
なん
町
ちょう
ぎょしょく普及推進協議会（愛媛県）
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コラム 野菜摂取量の「見える化」の取組

第４次基本計画では、健康寿命の延伸を目指す「健康日本21（第二次）」の趣旨を踏まえ、
令和7（2025）年度までに、１日当たりの野菜摂取量の平均値を350g 以上とすることを新
たに目標として設定しています。一方、現状は平均280g程度と約7割の人が目標量に達して
おらず、これは日頃の食生活において、自分自身が摂取している野菜の量や不足している野菜
の量を正しく把握できていないことが原因の一つと考えられます。

そこで、「野菜の日（8月31日）」の特別企画として、日頃の野菜摂取状況が把握できる測
定機器を、令和４（2022）年8月中旬から9月末まで農林水産省内に設置し、職員及び来庁
者に対して日頃の食生活に適量の野菜を取り入れることが習慣となるような機会を作りまし
た1。

職員向けの取組結果を見ると、１回目の測定結果の平均が野菜摂取量の推定で305g程度で
あったのに対し、2回目以降の平均2は340g程度と35g程度上昇しました3。また、取組前・取
組後のアンケート結果を比較すると、野菜を摂取するよう心がけているかという質問に対し、

「とてもそう思う」又は「そう思う」と回答した人の割合は、取組前は51.5％だったのに対し、
取組後は61.6％と、約10ポイント増加しました4。さらに、１回目の測定後に2回目の測定時
における目標値の設定を促したグループ（①）と促さなかったグループ（②）で2回目の測定
結果の平均を比較すると、①では平均25.4ポイント有意に上昇したのに対し、②では平均9.5
ポイント上昇したものの有意差は認められませんでした。

この取組結果から、野菜摂取状況を数値で「見える化」することで、日頃の食生活を見直す
機会となり行動変容を促すことにつながったと推測されるとともに、目標値の設定を促すこと
は更なる意識改革と行動変容に寄与する可能性が示唆されました。

なお、来庁者向けの取組結果を見ると、測定結果の平均が野菜摂取量の推定で280g程度と
なり、約7割の人が目標量に達しておらず、一般の20歳以上の平均とほぼ同じ結果でした。

野菜摂取状況が把握できる測定機器

1　農林水産省の職員には期間中に複数回の測定を前提として、その結果の推移を個人ごとに記録するため、
ID等の個人情報の入力が可能なベジメータを使用し、来庁者には個人情報の入力が不要なベジチェックを使
用
2　期間中に２回以上測定した人の場合は、最も高い値を採用
3　１回目（1,239人）に比べて２回目（281人）は有効なデータが少ないことに留意する必要がある。
4　取組前（1,121人）に比べて取組後（413人）のアンケートの回答者が少ないことに留意する必要があ
る。
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自ら経営する日本料理店を拠点として、持続可能な食につながる地域の食材と発酵文化の魅
力、旬の大切さを料理人の立場から多くの人に伝えています。また、生産者や食品事業者と協
力した公開講座の開催、伝統野菜や醸造文化の研究と発信、小中学校での栄養教諭等への料理
講座の開催等、オンラインを活用しながら多彩な活動を展開しています。

料理人として生産と消費をつなぐことができる立場を生かし、地域の生産者や醸造文化の継
承者たちの思いをくみ取るとともに、地産地消の推進など、食の循環を担う多様な主体とのつ
ながりを深めています。

国内外の多くの方に活動の内容が伝わるように、日常の食事の振り返りや旬の食材に関する
内容等のオンライン講座を行っているほか、SNS等のウェブ媒体を活用し、調理のイベントの
様子などを情報発信しています。オンラインイベントでは参加者と意見交換を行うことにより、
分かりやすく楽しい学びとなるよう工夫するとともに、アーカイブを残すことで振り返りがで
きるようにしています。また、地元の食材や食文化に関する団体等に主体的に関わる中で、生
産者や食品事業者との交流を行い生産物の知識を深めるとともに、自身が経営する日本料理店
では、会話を通じて五感に直接訴えるようにするなど、食材、調理方法、食文化、旬の説明に
時間をかけています。さらに、公開講座では、「愛知の食を学ぶ・楽しむ」をテーマに野菜の
農家、畜産や水産加工業者、醸造業など多様な生産者を迎え、地元の食材の良さを伝える講座
を実施しています。生産者の話を直接聞き、その食材を使ったお弁当を食べてもらうことで学
生が地産地消を学ぶ機会を提供しています。

新型コロナウイルス感染症の影響下においては、早くからオンラインでの活動を取り入れて
きましたが、今後は新型コロナウイルス感染症の収束も見据え、リアルとオンラインの取組の
融合や、多様な分野と積極的に交流を進めていきます。

オンラインイベントの様子 料理イベントの様子

地元の食材や食文化の魅力とともに、料理人の立場から進める、
オンラインも活用した楽しく学ぶ食育活動
（第6回食育活動表彰　農林水産大臣賞受賞）� 長

おさ
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